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研究成果の概要（和文）： 

本研究では，移動の容易さの地域による差異を「移動の地域格差」として捉え，この格
差を定量的に明らかにすることを行った．本研究の成果は，以下の 3 点にまとめられる．  
①包絡分析法を用いた公共交通サービスによる都市間移動の地域格差を相対比較するモビ
リティ指標を提案した．②交通サービスのデータベースを構築し，これにより都市間移動
に関するデータを容易に扱うことを可能にした．③提案したモビリティ指標を用いた分析
より，航空路線の運休や新幹線整備，さらには国土計画における国土軸の検討などの政策，
施策の評価に活用することが可能な指標であることを示した． 
 
研究成果の概要（英文）： 

The purpose of this study was to identify regional disparities in terms of 
intercity mobility by public transportation. The results of this study are the following 
three aspects: First is proposing three regional disparity indices for defining mobility 
between cities to clarify passenger movement. Second is handling easily of 
transportation service data and passenger volume data between cities. Third is 
showing the valuable indices for analysis of regional disparities in terms of intercity 
mobility by suspension of air flights or by constriction of high speed rails. 
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１．研究開始当初の背景 

わが国の都市間交通は着実に整備が進め
られてきた．将来的にも，平成 26 年度の開
業を目指している北陸新幹線やＪＲ東海が
自己負担を前提に手続き等を進めると発表
したリニア中央新幹線，航空輸送の規制緩和
による航空便サービスの充実など，将来に向

けてますます都市間移動は便利になると予
想される．しかしながら，新幹線開業により
航空便が撤退するという問題や航空会社が
採算性を重視するために地方路線から撤退
する動きも出てきている．これにより都市間
移動による地域格差は依然として存在する
ことになると考えられる．これは，交通需要
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の規模に応じて整備路線や運行本数や運行
時間などが供給者側の事情によって決めら
れることが多いためである．つまり，将来需
要や採算性といった供給者側の論理で交通
サービスの質が規定されているのが実態で
ある． 

しかし，利用者の立場では，この移動によ
る地域格差は生活レベルと同じようにある
程度公平であることが望ましいと考えられ
る．例えばフランスでは，1982 年に制定さ
れた国内交通基本法の中で，交通権を制定し
ている．「交通権は，誰もが容易に，低コス
トで，快適に，同時に社会的コストを増加さ
せずに移動する権利である」と定義されてい
る．この交通権は，国家が国民に保障する最
低限のことを，一部の身障者や高齢者に限定
せずに全国民に拡大した概念であり，公平の
政策理念を基調とした基本的人権の保障の
色彩の強い理念である．もし交通において不
公平があれば将来において問題化するだろ
うとの指摘もされている．わが国においては，
交通権は制定されていないが，誰もがある程
度公平に移動できることが望ましいという
ことはいうまでもない．そのため，移動の容
易さにおける地域格差を定量的に示す指標
が必要であると考えている． 

 

 

２．研究の目的 

本研究は，移動の容易さの地域による差異
を「移動の地域格差」として捉え，この格差
を定量的に明らかにすることを目的とする．
つまり，公共交通による都市間移動の地域格
差について，交通サービスの実績データを用
いて分析を行い，都市間移動の地域格差の実
態を明らかにする．具体的には，以下の３点
を実施した． 

（１）移動の地域格差を示す指標の提案 

（２）交通サービス実績データの精緻化 

（３）都市間移動による地域格差分析 

 

 

３．研究の方法 

 

（１）移動の地域格差を示す指標の提案 

個人の移動は，所要時間や価格といった個
別の指標を単一的にみるか，一般化費用を用
いて計測するのが一般的である．しかしこの
場合，航空や鉄道など複数モードで評価でき
ない問題や，一般化費用においても時間価値
の異なる 2地点の扱い方の問題などが存在し
ている．そのため，この課題を解決するため
に個人の移動の容易さを定量的に示すため
の指標を提案した．具体的には，経済学の分
野で開発された包絡分析法（DEA）を用いた．
包絡分析法では分析対象の複数の評価項目
をノンパラメトリックに比較評価でき，貨幣

換算を行う必要がないという特徴があるた
めである． 

 

（２）交通サービス実績データの精緻化 

交通サービスによる移動のデータはデー
タベース化されていない．そのため本研究で
は都市間公共交通の所要時間や運行頻度，運
賃，需要などが容易に扱えるデータベースを
構築した．これを行うことにより，今後，容
易に移動に関するデータを扱うことができ
るようになった． 

 

（３）都市間移動による地域格差分析 

（１）で提案したモデルと（２）で整備し
たデータを用いて，都市間移動による地域格
差について分析を行い，地域格差の実態を明
らかにした． 

さらに，日本の都市間移動の地域格差を明
らかにする際に，格差の大きさの把握が必要
になる．これは，日本のみで包絡分析法を用
いて算出した結果では，格差が大きいのか否
かを判断できないからである．そのため他国
との移動の地域格差比較を行うことにより，
地域格差の所在とその規模を把握した． 

 

 

４．研究成果 

 

（１）移動の地域格差を示す指標の提案 

移動の地域格差を示す指標の提案では，都
市間移動の地域格差を評価する方法として
モビリティ指標を提案した．具体的には，①
複数の項目（運賃・時間などの複数評価指標
および鉄道・航空の複数モード）を同時に考
慮，②需要規模に応じた交通サービスレベル
を考慮，③既存の交通サービスデータをもと
に算出，④全国土を対象とした大規模分析で
も簡便に計測可能，の４つの課題を克服でき
る方法として，公益企業等の事業効率性評価
に多く用いられている包絡分析法を用いて
公共交通サービスによる都市間移動の地域
格差を相対比較する手法を提案した．包絡分
析法は，評価対象とする事業体における活動
の投入と産出の比率を評価する手法である．
より少ない投入量で多くの産出量が得られ
れば評価が高くなり，最も評価が高いものを
Ｄ効率値１として評価する（図 1）．つまり，
移動の利便性が高い都市間ほどＤ効率値は 1

に近い値となり，その反対に，移動の利便性
が低い都市間は 0 に近い値となる． 

 



 

 

 

図 1 包絡分析法を用いた評価イメージ 

 

本研究では，個人が都市間を一回移動する
際に消費する運賃および時間（所要時間，待
ち時間）によってどれだけの距離を移動（獲
得）することが可能なのかを包絡分析法を用
いて計測すると設定した．この計測した値を
モビリティ指標（表 1）の個人モビリティと
して定義した．但し，この個人モビリティで
は，需要規模が異なる都市間において同程度
の移動の容易さを要求することとなり，非現
実的な評価となってしまう．そのため，個人
モビリティの評価内容に加えて，需要規模を
考慮したモビリティ指標を 2 種類（需要考慮
モビリティ，人口考慮モビリティ）定義した．
需要考慮モビリティは，需要に対して適切な
交通サービスが提供されているか，人口考慮
モビリティ指標は，人口規模に対して適切な
交通サービスが提供されているかどうかを
評価している．つまり，需要規模・人口規模
を考慮することにより，都市間移動の顕在需
要および潜在需要に見合った公共交通サー
ビスが提供されているかを評価できる指標
である．また，提案した 3 つのモビリティ指
標は，先に述べた「個人が都市間を一回移動
する際に消費する運賃および時間（所要時間，
待ち時間）によってどれだけの距離を移動
（獲得）することが可能なのか」に従い，表
2 に示す投入・産出項目を設定した． 

 

 

表 1 モビリティ指標の整理 

 
 

 

 

 

表 2 モビリティ指標の分析条件 

 
 

（２）交通サービス実績データの精緻化 

交通サービス実績データの精緻化では，国
土交通省で開発している全国総合交通分析
システム（NITAS）を活用した．このシステ
ムは，全国の任意のゾーン間の最短時間・費
用・距離等を交通手段ごとに検索することに
より，その経路・所要時間・費用・待ち時間
の検索結果の出力が可能である．その結果を
用いて交通サービスのデータベースを構築
した．しかし，このシステムではその都市の
人口規模，需要などが反映されていなかった
ため，このシステムから得られるデータにそ
れらの項目を加えたデータベースを構築し
た．これにより，今後，容易に移動に関する
データを扱うことが可能となった． 

 

（３）都市間移動による地域格差分析 

都市間移動による地域格差分析では，（１）
（２）で得られた結果よりモデルの適用を行
った． 

図 2，図 3，図 4 は，包絡分析法の CCR モ
デルを用いて算出した781都市間のD効率値
の平均値および各都市間のばらつきを示し
ている．この平均値は，わが国全体でのモビ
リティの変化を表しており，D 効率値の変化
が上昇していればわが国全体での都市間モ
ビリティは向上しており，減少していれば悪
化したことを示している．都市間移動の地域
格差は，これらを集計した標準偏差および最
小値（最大値 1 との乖離）より判断する．ま
た，D 効率値の変化は，例えば D 効率値 0.2

から 0.4 に改善された場合は，1 からの乖離
度合いが，80％から 60％となったことを意
味しているため，モビリティが 20％改善した
ことを示している． 

まず，個人モビリティと人口考慮モビリテ
ィを比較すると，人口考慮モビリティの方が
個人モビリティより平均値が高くなってい
る．これは，特に人口規模の小さい都市間に
おいて，交通サービスは低いが，人口規模に
対して適切な交通サービスが提供されてい
る都市間が多いためである．また，個人モビ
リティ，人口考慮モビリティでは，概ね同傾
向を示し 1971 年から 1991 年まで D 効率値
の平均値および最小値が上昇傾向にあり格
差が縮まっている．これは，GDP デフレー
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モビリティ指標 評価内容 イメージ図

指標１
個人モビリティ

ある個人が都市間を安く、早く移
動できるか

指標２
需要考慮モビリティ

需要に対して満足な交通サービ
スが受けられているか
（顕在需要）

指標３
人口考慮モビリティ

需要に対して満足な交通サービ
スが受けられているか
（潜在需要）

population population

投入項目・産出項目
個人

モビリティ
需要考慮
モビリティ

人口考慮
モビリティ

鉄道運賃(円) 投入 投入 投入

鉄道所要時間(分) 投入 投入 投入

鉄道待ち時間(分) 投入 投入 投入

航空運賃(円) 投入 投入 投入

航空所要時間(分) 投入 投入 投入

航空待ち時間(分) 投入 投入 投入

都市間距離(km) 産出 産出 産出

輸送人員(千人) - 産出 -

都市間人口変数(千人２
) － － 産出



 

 

ターより物価指数が 0.437 から 1.092（2006

年＝1 とした場合）と 2 倍以上に上昇してい
るため，航空・鉄道の運賃が実質安くなった
ことが影響しているといえる．1991 年以降
は D 効率値の平均値が徐々に低くなる傾向
となった．1991 年から 2001 年の間には，山
形，秋田，長野新幹線が開通し，加えて 1992

年には東海道新幹線が最高速度を 220km/h

から 270km/h に，1997 年には東北新幹線の
最高速度が 240km/h から 275km/h に速度向
上している．航空では 1994 年に関西国際空
港が開港している．そのため，これらによる
所要時間や待ち時間（乗換時間を含む）の短
縮の恩恵が受けられる都市は，これらの要因
によってモビリティが向上した．しかし，こ
れらの整備効果での D 効率値の改善は一部
の都市間に限られ，むしろ 1995 年に JR 北
海道，四国，九州が，運賃を 7.0％～8.0％の
値上げを行っており，それらの地域を結ぶ都
市間において D 効率値の悪化したため，1991

年から 2001 年の平均値が減少傾向になった
と考えられる． 

需要考慮モビリティでは，2001 年から
2006 年に D 効率値の平均値および最小値が
低下し格差が広がる傾向を示した．これは，
2001年から 2006年にかけて輸送人員が増加
した都市間が多いが，その一方交通サービス
が改善された都市間が少なかったためと考
えられる． 

 
図 2 個人モビリティの時系列変化の傾向 

 

 
図 3 需要考慮モビリティの時系列変化の

傾向 

 

図 4 人口考慮モビリティの時系列変化の
傾向 

 

さらに，わが国の都市間移動の地域格差の
大きさの明らかにするために，他国と移動の
地域格差の国際間比較を行い，地域格差の所
在とその規模を把握した． 

図 5はモビリティ指標の国際間比較の結果
を示している．なお，図中の色の濃淡の違い
は，（１）で提案したモビリティ指標の違い
（個人モビリティ，人口考慮モビリティ）を
示している．また，運賃は為替レートや物価
の違いがあるため，The World Bank（2010）
が公表している購買力平価を用いて換算し
て分析を行っている． 

ここで，個人モビリティの分布に着目する
と，ドイツでは D 効率値が１を示した都市間
が存在せず，全ての都市間が 0.4 以上 0.9 未
満である．一方，フランスでは，分布の形の
傾向はドイツと似ているものの，D 効率値の
最頻値の水準がドイツに比べて高い傾向に
ある．日本は，D 効率値が 0.7 以上 0.8 未満
で最頻値を示すなど，多くの都市間はフラン
スやドイツよりも高い水準に位置している
ものの，0.255 のように低い値を示す都市間
（仙台－新潟）も存在している．つまり日本
は，幹線の都市間の移動は他国と比べて利便
性が高いが，地方都市間の利便性は低いと捉
えることができる．中国は，他の 3 カ国と比
較して D 効率値の水準が高い値で分布して
いる．これは，鉄道運賃を米ドル換算した際
に他の国の運賃と比較して安くなるためで
あると考えられる． 

人口考慮モビリティの頻度分布では，ドイ
ツ，中国，日本は概ね個人モビリティと同じ
傾向を示している．しかしながら，フランス
の人口考慮モビリティは，個人モビリティで
利便性を評価した場合に比べて，モビリティ
が高い都市間の数が増えている．これはフラ
ンスの地方都市の人口が少なく，人口規模に
見合った交通サービスが提供されている都
市間が多いものであると考えられる． 
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これらの結果より，日本の都市間モビリテ
ィの国内格差の特徴としては，国際的にみて
都市間モビリティが高い都市間と，低い都市
間が同時に存在しており，比較した 3 カ国の
中で都市間移動の地域格差が大きいことが
明らかとなった．特に，日本は東京－福岡や
東京－大阪といった大都市間の移動の利便
性は国際的に見ても高いが，仙台－新潟や新
潟－静岡など地方都市間の移動は国際的に
見ても利便性の低い都市間であることが要
因になっているといえる． 

 

図 5 モビリティ指標の国際間比較結果 

 

（４）まとめと今後の展望 

本研究では，移動の容易さの地域による差
異を「移動の地域格差」として捉え，この格
差を定量的に明らかにすることを目的とし
て分析を行った．本研究の成果として，第一
に，包絡分析法を用いた公共交通サービスに
よる都市間移動の地域格差を相対比較する
モビリティ指標を提案した．第二に，交通サ
ービスのデータベースを構築し，これにより
都市間移動に関するデータを容易に扱うこ
とが可能となった．第三に，提案した指標を
用いた分析より，航空路線の運休や新幹線整
備，さらには国土計画における国土軸の検討
などの政策，施策の評価に活用することが可
能な指標であることを確認した．以上を通じ
て，本研究で提案した指標は，公共交通サー
ビスによる移動の格差是正の観点から政策
や施策を評価する際の客観的な検討に利用
できる有用な指標であると考えている． 

本研究では都市間交通として輸送機関の

対象を航空と鉄道に絞って行ってきた．しか
しながら，地方都市間によっては，公共交通
を利用することが不便なために，自家用車な
どを利用して移動する利用者の方が多い場
合があることや，新幹線を利用して移動でき
る都市間は，高速道路を用いて移動すること
も比較的利便性が高い場合が多く，今後は道
路交通サービスを含めた分析を行っていく
ことが望まれる． 
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